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つばさ生活介護 重要事項説明書 

 

 

本重要事項説明書は、社会福祉法人 札幌恵友会 つばさ生活介護（以下「事業所」とい

います）とサービス利用契約の締結を希望される方に対して、社会福祉法第 76条に基づき、

事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを説明するもの

です。 

 

 

 

※ 事業所では、利用者に対して障がい者総合支援法に基づく生活介護を提供しま

す。当サービスの利用は、原則として介護給付費の支給決定を受けた方が対象と

なります。 
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１．事業者の概要 

名 称 札幌恵友会 

法人種別 社会福祉法人 

法人所在地 北海道札幌市北区新川７１５番地２ 

電話番号 ０１１－７６９－６８６８ 

代表者氏名 理事長  宮坂 勝文 

設立年月 昭和５２年１１月７日 

 

２．事業所（施設）の概要 

施設の名称 つばさ生活介護 

施設の種類 指定生活介護 

事業所番号 ０１１０１００４６８（平成 18 年 10 月 1 日指定） 

事業所の所在地 北海道札幌市中央区南８条西２６丁目１番２ 

電話番号 ０１１－５３１－５０００ 

管理者氏名 施設長  竹田 茂人 

施設の目的 
障害者の自立、自己決定及び社会経済活動参加促進等のために、必

要な支援を行う。 
施設開設年月日 平成 13 年 4 月 21 日 

運営方針 

全国身体障害者施設における基本理念「最も援助を必要とする最後

の一人の尊重」「可能性の限りない追求」「共に生きる社会づくり」の

実現をするために、 
１．質の高いサービスを提供する。 
（１）基本的人権を尊重し、地域社会生活の継続性を支援する。 
（２）安全・安心・快適なサービスを提供する。 
（３）利用者自身の自己決定と自己実現のもとに可能な限り自立した

生活を支援する。 
（４）ご意見・苦情を積極的に受け入れ、サービス改善に生かす。 
２．職員の資質の向上を図る。 
（１）自己研鑽、研究・研修活動により専門的な知識と技術と価値観

を持って資質の向上を図る。 
３．地域福祉に貢献する。 
（１）関連機関・団体、地域住民等とともに、良質なサービスを提供、

開発する。 
（２）福祉教育へ協力する。 
（３）福祉関連情報を発信する。 

 

３．事業実施地域 

札幌市中央区・西区一部 
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４．営業時間と利用定員 

営業日 月曜日～金曜日 

事業所営業時間 ９時００分～１７時００分 

ｻｰﾋﾞｽ提供時間帯 ９時３０分～１５時３０分 

年間の休日 年末年始、その他施設が年間計画で定めた日 

利用定員 １５名 ／１日当たり 

 

 

５．職員の体制 

＜事業所の職員体制＞ 職員の配置は、指定基準を遵守しています。（令和 7 年 3 月末付） 

職 種 常 勤（人） 非常勤（人） 

施設長（管理者） １名（兼務）  

施設医長  1 名（兼務） 

サービス管理責任者 2 名（うち 1 名兼務）  

生活支援員 
人員配置基準内 
（内生活介護兼務含む） 

 

看護師 
人員配置基準内 
（内兼務 1 名） 

 

管理栄養士 1 名（兼務）  

理学療法士 1 名（兼務）  

事務員 3 名（内兼務２名）  

 

 

６．事業所の施設設備の概要 

居室の種類 室 数 備   考 

食堂 １  

浴室 ２ 一般浴室（昇降機付き）・特殊浴槽室 

相談室 １  

医務室 １  

洗面所 １  

便所 ９  

機能回復訓練室 １  

社会訓練室 １ 
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７．事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）「生活介護計画」とサービス内容（契約書第３条・第４条参照） 

  事業所では、下記のサービス内容から「生活介護計画」を定めて、サービスを提供します。

「生活介護計画」は、市が決定した生活介護の「支給量」（「受給者証」に記載してあります。）

と利用者の意向や心身の状況を踏まえて、具体的なサービス内容や利用者に対するサービス

実施日などを記載しています。「生活介護計画」は、利用者や家族に説明し同意をいただく

とともに、利用者の申し出により見直すことができます。 

 

＜サービスの区分及びサービス内容＞ 

①創作的活動 
 手工芸等の創作活動を支援します。 
②社会適応訓練 
 市街地に立地する条件を生かし、外出等による地域への参加の機会を多く持つことで

社会適応能力を高めます。また、個々の生活様式を尊重しながら社会性の取得を支援

します。 
③健康相談 
 体温、脈拍、血圧を測定し、その日の健康チェックを行うと共に、食事、運動、その

他健康支援が必要な場合には、看護師、栄養士等がアドバイスを行います。また、必

要に応じて病院と連携を取りながら健康維持の支援を行います。 
④レクリエーション 
カラオケ、音楽（療法）、散策等の身体的、精神的な緊張を解くために効果的なレクリ

エーションを、共に楽しむことを大切にしながら取り入れていきます。また、利用者

の状況や希望を取り入れ、必要に応じ個別のプログラムも検討していきます。 
⑤介護サービスの実施方法 
 食事・排泄・移乗・移動等において利用者一人ひとりのニーズに合わせて介護を行い

ます。入所利用者等との交流により、生活意欲の向上による在宅生活の継続を支援し

ます。 
⑥家族介護の支援 
 送迎時、また電話相談等で家族とのコミュニケーションを密にし、介護者・利用者の

ニーズを確認します。介護技術は、理論的な根拠を解説しながら少ない労力で、効果

的な方法をアドバイスします。 
⑦食事の提供及び介助（費用は別途いただきます。） 
 栄養バランスや利用者の嗜好に配慮し、見た目にも美しく、季節感を取り入れた食事

の提供及び介助を行います。管理栄養士による総合管理のもと、委託業者による調理

作業を実施します。必要に応じて治療食、半固形食、トロミ、流動食等の特殊食形態

にも対応します。 
⑧入浴サービスの実施方法 
 心身の状況に合わせ、一般浴、機械浴槽での入浴介助、また清拭等を行います。着脱

や洗身、洗髪等、必要に応じ介助及び見守りを行います。但し、体調不良の場合は中

止する事があります。 
⑨送迎 
 リフト付きバス、ワゴン、及び乗用車により送迎サービスを行います。利用者の居住

地域を考慮し、出来る限り安楽な体勢で自宅までの時間を過ごせるように努めます。 
⑩利用者・家族との連携方法 
 連絡帳や電話、ＦＡＸ等の方法によって行います。 
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（２）利用者負担額（契約書第５条参照） 

上記サービスの利用に対しては、食費・利用者の事情による嗜好品や活動費等の実費を除き、

通常９割が介護給付費の給付対象となります。事業者が介護給付費を代理受領する場合には、

利用者は、利用者負担分としてサービス料金の１割を事業者にお支払いいただきます（定率負

担）。また、６～７頁に記載する負担軽減措置が適用される場合には、軽減後の金額となりま

す。 

 

 

 

＜利用者負担額の上限等について＞ 

○ 介護給付費対象のサービス（居宅介護、生活介護、短期入所）には利用者負担上限月額が

定められています。 

○ 利用者のご希望により、当事業所を利用者負担の上限管理者に選任される場合には、サー

ビス利用開始の際にその旨をお申し出ください。 

○ 当事業所において利用者負担の上限管理を担当し、具体的に上限を超える際の調整を行っ

た場合には、上限管理にかかる費用（月額 153 円）をお支払いいただきます。 

＜償還払い＞ 

○ 事業者が介護給付費額の代理受領を行わない場合は、市が定める介護給付費基準額の全額

を一旦お支払いいただきます。この場合、利用者に「サービス提供証明書」を交付します。

（「サービス提供証明書」と「領収書」を添えて市に申請すると介護給付費が支給されま

す。） 

 

（３）サービス利用にかかる実費負担額（契約書第５条参照） 

  サービス提供に要する下記の費用は、介護給付費支給の対象ではありませんので、実費を

いただきます。 

１）食事代 

  ・提供する食事の材料及び調理等にかかる費用です。 

１食あたり  ６２０円（※） 

※〔食費等実費負担の軽減について〕 

低所得者（次頁に示す、生活保護、低所得１、低所得２及び一般世帯の方）への食費

軽減措置が行われるため、対象となる方には食費負担軽減措置分 ２７４円 を差し引

いた３４６円をご負担いただきます。 

  ２）「創作活動」「レクリエーション活動」にかかる材料費などの実費（その都度、その内

容のご説明をいたします） 

３）その他必要な費用 

・生活介護をご利用中に利用者に負担いただくことが適当であるものについては、か

かる必要な費用を負担していただきます。 
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＜利用料金について（法定内費用／１日あたり）＞ 

 下記の料金表の対象となる費用の合計額をお支払いいただきます（１円単位で誤差が生じる場合

があります）。 

尚、サービス利用料は変更になる場合があります。 

  別表参照 

 

 

＜利用者負担額の減免について＞ 
１ヶ月あたりのサービス利用にかかる「法定内費用」については、所得に応じて下記の月額

負担上限額が設定され、それ以上の負担の必要はありません。 

 

 

区分 世帯の収入状況 １ヶ月あたりの負担上減額 

生活保護 生活保護受給世帯 ０円 

低所得 市町村民税非課税世帯 
 

０円 

一般 
市町村民税課税世帯 

所得割が１６万円未満 
９，３００円 

一般 
市町村民税課税世帯 

所得割が１６万円以上 
３７，２００円 

 
 
（４）利用者負担額及び実費負担額のお支払い方法（契約書第５条参照） 

前記（２）及び（３）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求いたしますので、事

業所が指定する日までに事業所が指定する方法でお支払い下さい。（１か月に満たない期間

のサービスに関する利用料金は、利用状況に基づいて計算した金額といたします。） 

 

（５）利用の中止、変更、追加（契約書第６条参照） 

１）利用予定日の前に、生活介護計画で定めたサービスの利用を中止又は変更することが

できます。この場合にはサービスの実施日の前日１７時００分までに事業所に申し出て

ください。 

２）利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場

合、取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。但し利用者の体調不

良等やむをえない場合の取消料はいただきません。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 利用者負担相当額 

３）市が決定した「支給量」及び当該サービスの利用状況によっては、サービスを追加す

ることもできます。 

  ４）サービス利用の変更・追加は、その日の利用状況により利用者が希望する日及び時間

にサービスの提供ができないことがあります。その場合は、他の利用可能日時を利用者

に提示するほか、他事業所を紹介するなど必要な調整をいたします。 
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（６）実費負担額の変更 

  実費負担額を変更する場合は、原則としてその２か月前までにご説明いたします。 

 

 

８．サービス実施の記録について 

（１）サービス実施記録の確認 
本事業所では、サービス実施日時及び実施したサービス内容などを記録します。なお、

生活介護計画及びサービス提供ごとの記録は、サービス提供日より５年間保存します。 

（２）ご利用者の記録や情報の管理、開示について（契約書第８条参照） 
本事業所では、関係法令に基づいて、ご利用者の記録や情報を適切に管理し、ご利用者

の求めに応じてその内容を開示します。（開示に際して必要な複写料などの諸費用は、ご

利用者の負担となります。） 

 

９．サービスの利用に関する留意事項 

（１）受給者証の確認（契約書第３条参照） 

「住所」及び「支給量」、「障害支援区分」など「受給者証」の記載内容の変更があった場

合は速やかに事業所職員にご連絡下さい。また、事業所職員より「受給者証」の確認をさせ

ていただく場合には、ご提示下さいますようお願い致します。 

（２）持ち込みの制限 
  利用に当たり、以下のものは原則として持ち込むことはできません。 

・ アルコール類 

・ ペット 

・ 危険物 

・ その他、他の利用者及び職員に迷惑を及ぼすようなもの 

（３）施設・設備の使用上の注意 

１）居室及び共用施設、敷地を本来の用途に従って利用してください。 

施設・設備等について、利用者の過失により破損が生じた場合は賠償していただくこ

とがあります。 

２）喫煙室はありません。 

３）指定した場所以外での火気の使用はできません。 

４）他の利用者及び職員に対し、布教活動、政治活動、営利活動等はご遠慮ください。 

５）他の利用者との金銭・物品の授受はご遠慮ください。 

６）貴重品について、利用者の責任において管理していただきます。 

（４）サービス利用中の医療の提供について（契約書第９条参照） 

  通常の医療提供につきましては、実施しておりません。但し、利用者の様態に急変があっ

た場合は、利用者が指定する医療機関、もしくは事業所が定めている協力医療機関に連絡す

る等必要な措置を講ずる他、下記のご家族等へ速やかにご連絡いたします。 
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＜緊急連絡先＞ 

氏名（続柄）  

住所  

電話番号  

指定する病院  

主治医  

＜協力医療機関＞ 

① 札幌中央病院 

住所：札幌市中央区南９条西１０丁目１－５０ ℡ ０１１－５１３－０１１１ 

② パールヤマダ歯科 

住所：札幌市中央区南６条西２２丁目３－４４ ℡ ０１１－５６２－８１１０ 

③ あお心のクリニック 

住所：札幌市北区北１０条西４丁目１－１３  ℡ ０１１－７８８－７６６４ 

 

10.契約終了について 

（１）契約の終了事由（契約書第１０条参照） 

  契約期間中に、以下の事項に該当するに至った場合には、契約を終了するものとします。 

１）利用者が死亡した場合 

２）事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を

閉鎖した場合 

３）事業所の滅失や重大な破損により、サービス提供が不可能となった場合 

４）事業者が指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

５）契約が解約又は解除された場合 

６）契約期間が満了した場合（但し、満了前に契約更新の手続きがとられた場合は除く） 

（２）利用者からの中途解約（契約書第１１条参照） 
  利用者は、契約期間中に契約を解約することができます。この場合には、利用者は契約終

了を希望する日の７日前までに事業者に通知するものとします。但し、利用者が入院した場

合等、正当な理由がある場合には即時に解約することができます。 

（３）利用者からの契約解除（契約書第１２条参照） 
  利用者は、事業者もしくは事業所が以下に事項に該当する行為を行った場合には、契約を

解除することができます。 

１）事業者もしくは事業所が正当な理由なく契約に定めるサービスを実施しない場合 

２）事業所もしくは事業所が契約書第８条に定める義務に違反した場合 

３）事業者もしくは事業所が故意又は過失により利用者もしくはその家族等の生命・身

体・財物・信用を傷つけることなどによって、契約を継続しがたい重大な事情が認め

られる場合 

４）他の利用者が利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ

がある場合において事業者が適切な処置をとらない場合 
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（４）事業者からの契約解除（契約書第１３条参照） 
  事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には契約を解除することができます。 

１）利用者が正当な理由なく契約書第５条に定めるサービス利用料金の支払を３か月以上

遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらず、期日内に支払われない場合 

２）利用者が他の利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけることによって、契約を継続

しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改善が見込めない場合 

３）利用者が、故意又は重大な過失により事業者もしくは事業所の生命・身体・財物・信

用を傷つけることなどによって、契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状

況の改善が見込めない場合 

 

 

 

11．損害賠償について（契約書第１４条参照） 

  事業所の責任によりご契約者に生じた損害については、速やかにその損害を賠償致します。

守秘義務に反した場合も同様とします。 

  但し、その損害の発生について、契約者に故意または過失が認められる場合には、契約者

の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められるときに限り、事業所の損害賠償責任を減

じる場合、もしくはお断りする場合があります。 

 

 

 

12．非常災害時の対応について 

非常時の対応 別途定める「消防計画」により対応します。 

防火管理責任者 新谷 昌士 

避難訓練 利用者の参加の上、年２回実施します。 

防災設備 
・スプリンクラー  ・排煙装置  ・防火扉  ・非常通報装置 
・ガス漏れ報知器  ・防災監視盤 

 

 

 

13．この契約に関するご意見・苦情への対応について（契約書第１５条参照） 

（１）ご意見・苦情受付担当者 

担当者  支援課課長  米澤 尚子 

電話番号 ０１１－５３１－５０００ 

受付時間 ９:００～１６:００ 月曜日から金曜日 

 ご意見・苦情は別紙「ご意見・苦情解決体制フロー図」の通り、施設長以下全職員が随時受

け付け、誠意を持って対応いたします。 
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（２）第三者委員 

  利用者は、第三者委員より中立的な立場で助言・指導等を受けることができます。 

＜第三者委員一覧＞ 

所 属 氏 名 連 絡 先 

水口法律事務所 札幌恵友会顧問弁護士 水口
みずぐち

 絢
けん

次
じ

 電話：011-699-5033 

新川町内会 会長 龍
りゅう

瀧
たき

 良之
よしゆき

 電話：011-763-5799 

 

 利用者は、事業所への苦情やご意見は「第三者委員」に直接申し出ることができます。 

 

 

 

 

（３）外部苦情処理機関 

 当事業所において解決できない苦情は、下記へ申し立てができます。 

札幌中央区役所 

保健福祉部 

保健福祉課 

 所在地 ：札幌市中央区大通２丁目 

電話番号：０１１－２３１－２４００ 

受付時間：８:４５～１７:１５  

その他、お住まいの区役所にお問い合わせ下さい。 

札幌市役所 
 保健福祉局 

障がい保健福祉部 

障がい福祉課 

所在地 ：札幌市中央区北１条西２丁目 

電話番号：０１１－２１１－２９３６ 

ＦＡＸ ：０１１－２１８－５１８１ 

受付時間：８:４５～１７:１５ 

北海道社会福祉協議会 所在地 ：札幌市中央区南２条西７丁目 

電話番号：０１１－２４１－３９７６ 

ＦＡＸ ：０１１－２５１－３９７１ 

受付時間：８:４５～１７:１５ 

 

 

14．事故発生時の対応について 

（1）事故が発生した場合、またそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報

告され、その分析を通じた改善策を職員に周知徹底する体制を整備します。 

（2）事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行います。 

（3）サービス提供により事故が発生した場合、必要に応じて速やかに市町村、家族等に連絡

を行います。また、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。 

（4）サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

（5）事故が生じた際はその原因を解明し、再発防止を防ぐための対策を講じます。 

 

14-2．第三者評価の実施について 

 実施の有無 なし 
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年  月  日 

 

指定生活介護の提供の開始に当たり、利用者に対して契約書及び本書面に基づき重要事項の

説明を行いました。 

事業所                        

（事業所名） つばさ生活介護 

 

（住所）   札幌市中央区南８条西２６丁目１番２ 

 

（代表者名）   施設長    竹田 茂人   印 

 

（説明者名）   生活支援員          印 

 

私は契約書及び本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、指定生活介護の提供開

始に同意しました。 

利用者                        

（住所）                      

 

               （氏名）                印 

 

（代理人または立会人等）                

 （住所）                      

 

（氏名）                印 

                  

※この重要事項説明書は、厚生労働省令第 81号（平成 14 年 6 月 13 日）第 10 条の規定に基

づき、利用申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 6 月改定 

 


